AX投資 稟議書テンプレート
試行から本格導入までを段階に分けて記載する、AX投資の稟議書の下書き用テンプレートです。
このファイルの使い方
1. 自社の稟議書の書式に転記する前の下書きとして使います。項目名や順番は自社の書式に合わせて変えてかまいません。
1. 本紙（2ページ）には決裁者が判断に使う結論を書き、計算の過程や詳細は別紙に書きます。決裁者は本紙を読み、合議先や財務部門は別紙で根拠を確認します。
1. 効果額、ROI、投資回収期間は、別紙1の表と計算式に沿ってこのテンプレートの中で算出します。
1. 「記入用」の灰色の文字は記入のガイドです。記入後に削除してください。
1. 今回の決裁対象は第1段階（試行）です。第2段階（本格導入）は、試行の結果が判断基準を満たした場合に改めて起案します。
本ファイルの構成
	部
	内容

	記入用
	本紙（10項目）、別紙1「効果額と投資額の算出」、別紙2「リスクと対策、運用体制」

	記入例
	架空の案件（5業務へのAX導入。第1段階は経理部の請求書処理で試行）での記入例



提供：株式会社Kiva（SamuraiAX）


記入用｜本紙
灰色の文字は記入ガイドです。記入後に削除してください。
稟議書
	件名
	（例）〇〇業務へのAX導入に関する第1段階（試行）の実施について

	起案日
	
	起案者
	

	決裁者
	決裁権限規程に沿って記入
	決裁金額
	第1段階（試行）の金額のみ

	合議先
	情報システム、法務、経理など規程上の合議先

	添付資料
	別紙1　効果額と投資額の算出／別紙2　リスクと対策、運用体制／見積書／試行計画書


1．申請概要
何を決裁してほしいかを2〜3文で書きます。対象業務、試行の期間、今回の決裁金額、本格導入は改めて起案することを含めます。

2．目的
AXで何を変えるのか、どの経営目標・中期経営計画の方針に関係するのかを書きます。作業時間の削減が目的の場合は、削減した時間を何に振り向けるのかまで書きます。

3．現状の課題
対象業務の月間作業時間の合計と、業務で起きている問題（処理の遅れ、ミス、特定の担当者への依存など）を書きます。業務別の内訳は別紙1に書きます。

4．実施内容
	対象業務
	第1段階で試行する業務と、第2段階で広げる業務

	利用するサービス
	サービス名、提供会社。導入支援・伴走の有無も書く

	推進体制・期間
	責任者と推進担当、第1段階と第2段階それぞれの予定期間


5．投資計画
	区分
	金額
	内容

	第1段階（今回の決裁対象）
	
	初期費用と試行期間の運用費用

	第2段階（改めて起案）
	
	初期費用と年間運用費用

	3年間の投資額
	
	初期費用と運用費用3年分の合計。内訳は別紙1


6．次の段階に進む判断基準
試行で何を測り、どの水準なら本格導入に進むのかを、試行を始める前に決めて書きます。
	指標
	基準値
	測り方

	作業時間の削減
	
	

	利用の定着
	
	

	品質（誤り・差し戻し）
	
	

	情報の取り扱い
	
	


判断の時期と判断する人、基準を満たさない場合の扱い（中止、再試行など）を1〜2文で書きます。
7．期待効果
	指標
	基本シナリオ
	慎重シナリオ
	備考

	3年累計ROI
	
	
	

	投資回収期間
	
	
	投資開始から

	利用定着率（1年目／2年目／3年目）
	
	
	


算出の根拠は別紙1に書きます。基本シナリオは最もありそうな前提、慎重シナリオは利用定着率を下げた前提で計算した値です。金額で示さない効果（品質向上、負担軽減など）は表の下に1〜2行で書きます。
8．主なリスクと対策
AX特有のリスクのうち、決裁者に伝えるべきものを3つ程度に絞って書きます。全項目と運用体制は別紙2に書きます。
	リスク
	対策

	利用が定着しない
	

	機密情報・個人情報の入力
	

	AIの出力の誤り
	


9．導入後の検証
実測値でROIを計算し直す時期と報告先を1〜2文で書きます。

10．代替案との比較
	案
	評価

	本案
	

	実施しない（現状維持）
	

	他の方法
	




記入用｜別紙
別紙1　効果額と投資額の算出
（1）対象業務の作業時間と年間効果額
年間効果額 ＝ 対象人数 × 1人あたり月間作業時間 × 削減率 × 12か月 × 時間単価（利用定着率100％の場合）
削減率には、AIの出力を確認する時間を差し引いたうえで、他の業務に振り向けられる時間の割合を入れます。時間単価は給与と法定福利費等をもとにした1時間あたりの人件費です。
	対象業務（担当部門）
	対象人数
	1人あたり月間作業時間
	月間合計時間
	削減率
	時間単価
	年間効果額

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計（満稼働時の年間効果額）
	
	
	
	
	
	


（2）投資額の内訳
社内担当者の作業時間も人件費に換算して入れます。
	費用項目
	第1段階（試行）
	第2段階（本格導入）
	合計

	導入・設定費
	
	
	

	研修・伴走費
	
	
	

	データ整備費
	
	
	

	ライセンス初期費用
	
	
	

	社内工数（人件費換算）
	
	
	

	初期費用 計
	
	
	

	運用費用
	
	
	


（3）年ごとの効果額・投資額とROI（基本シナリオ）
効果額 ＝ 満稼働時の年間効果額 × その年の利用定着率（満稼働時の効果のうち、その年に実際に得られる割合）
投資額：1年目 ＝ 初期費用 ＋ 年間運用費用、2年目・3年目 ＝ 年間運用費用
ROI ＝（効果額 － 投資額）÷ 投資額
	項目
	1年目
	2年目
	3年目
	3年累計

	利用定着率
	
	
	
	―

	効果額
	
	
	
	

	投資額
	
	
	
	

	純効果（効果額－投資額）
	
	
	
	

	ROI
	
	
	
	


1年目は初期費用が集中し利用定着率も低いため、単年のROIは低く出ます。本紙には3年累計のROIを書きます。
（4）投資回収期間と慎重シナリオ
投資回収期間：年ごとの月あたり純効果（（効果額 － 年間運用費用）÷ 12）を1か月目から積み上げ、累計が初期費用を上回る月です。36か月以内に上回らない場合は「3年以内に回収できない」と書きます。
基本シナリオは最もありそうな前提で計算した（3）の結果です。慎重シナリオは、利用定着率を下げて（3）と同じ計算をした結果で、前提が外れたときにどこまで下がるかを示します。削減率は、第1段階の試行で実測して確かめます。


（5）前提値と出所
	前提値
	出所（いつ、誰が、どの方法で出した数字か）

	作業時間
	

	削減率
	

	時間単価
	

	利用定着率
	

	費用
	


割引率（資本コスト）と税金は考慮していません。厳密な投資評価が必要な場合は、財務部門の基準で別途計算します。
別紙2　リスクと対策、運用体制
（1）リスクと対策
対策が決まっていない項目は、試行の中で決めることを明記します。
	リスク
	対策

	利用が定着しない
	

	機密情報・個人情報の入力
	

	AIの出力の誤り
	

	利用量に応じた運用費の増加
	

	特定の提供会社への依存
	


（2）統制と運用体制
	運用の責任者
	

	入力してよい情報の範囲
	社内規程のどの区分の情報まで入力してよいか

	人が確認・承認する箇所
	AIの出力を誰がどこで確認してから次の処理に渡すか

	ログと権限の管理
	操作記録の保存期間、利用者ごとの権限の設定




記入例｜本紙
記載内容はすべて架空の会社・数値による例です。
稟議書
	件名
	定型業務へのAX導入に関する第1段階（試行）の実施について

	起案日
	2026年11月4日
	起案者
	経営企画部 AX推進担当　山田 太郎

	決裁者
	管理本部長
	決裁金額
	220万円（第1段階：試行）

	合議先
	情報システム部、法務部、経理部

	添付資料
	別紙1　効果額と投資額の算出／別紙2　リスクと対策、運用体制／〇〇社 見積書／第1段階 試行計画書


1．申請概要
経理部の請求書処理を対象に、AIを活用して業務の進め方を変える取り組み（AX）を2027年1月から3か月間試行するため、第1段階の費用220万円の決裁をお願いします。全社5業務への本格導入（第2段階）は、試行の結果が「6．次の段階に進む判断基準」を満たした場合に、改めて起案します。
2．目的
定型業務の作業時間を削減し、削減した時間を月次決算の早期化、問い合わせ対応の品質改善、顧客訪問と提案準備に振り向けます。中期経営計画の「間接業務の生産性向上」の方針に対応する取り組みです。
3．現状の課題
対象の5業務で月1,610時間を要しています。請求書処理は月末に作業が集中して月次決算の締めが遅れる要因になっており、問い合わせ対応と見積書の作成は担当者による品質のばらつきと、特定の担当者への作業の偏りが生じています。
4．実施内容
	対象業務
	第1段階：請求書処理（経理部）／第2段階：請求書処理を含む5業務

	利用するサービス
	〇〇社のAXプラットフォーム（AIによる業務処理、権限・操作記録の管理、導入から定着までの伴走支援を含む）

	推進体制・期間
	責任者：管理本部長／推進担当：経営企画部 AX推進担当／第1段階：2027年1月〜3月、第2段階：2027年5月以降


5．投資計画
	区分
	金額
	内容

	第1段階（今回の決裁対象）
	220万円
	初期費用190万円、試行期間の運用費用30万円

	第2段階（改めて起案）
	510万円＋年420万円
	初期費用510万円、年間運用費用420万円

	3年間の投資額
	1,960万円
	初期費用700万円と運用費用3年分の合計。内訳は別紙1


6．次の段階に進む判断基準
	指標
	基準値
	測り方

	作業時間の削減
	40％以上（効果額算出の前提値）
	請求書処理の月間作業時間を導入前と比較

	利用の定着
	5名中4名以上が週3日以上利用
	利用記録から対象者ごとの利用日数を集計

	品質（誤り・差し戻し）
	導入前と同じ水準以下
	月間の差し戻し件数を導入前と比較

	情報の取り扱い
	入力ルールの違反0件
	利用記録の点検


2027年4月の経営会議で管理本部長が判断します。作業時間の削減が基準を下回った場合は実測値でROIを計算し直して判断し、その他の基準を満たさない場合は原因と対策を報告したうえで再試行か中止かを判断します。
7．期待効果
	指標
	基本シナリオ
	慎重シナリオ
	備考

	3年累計ROI
	185％
	127％
	3年間の効果額と投資額から算出

	投資回収期間
	12か月
	15か月
	投資開始から

	利用定着率（1年目／2年目／3年目）
	40％／70％／85％
	30％／55％／70％
	


算出の根拠は別紙1のとおりです。金額で示さない効果として、入力ミスの削減、対応品質の平準化、特定の担当者への依存の解消、月末の残業の軽減を見込みます。
8．主なリスクと対策
	リスク
	対策

	利用が定着しない
	試行で利用状況を週ごとに確認し、提供会社の伴走支援と個別の操作研修で定着させる

	機密情報・個人情報の入力
	入力してよい情報の範囲を定めたルールを試行開始前に作成し、情報システム部・法務部の確認を受ける

	AIの出力の誤り
	AIが作成した仕訳データは、経理部の担当者が確認・承認してから会計システムに登録する


その他のリスクと運用体制は別紙2のとおりです。
9．導入後の検証
第1段階の終了時と、本格導入から6か月後・12か月後に実測値でROIを計算し直し、人員や業務量の変化による影響と分けて経営会議に報告します。
10．代替案との比較
	案
	評価

	本案
	試行で効果を確認してから本格導入の投資を判断できる。5業務を同じ仕組みで管理できる

	実施しない（現状維持）
	追加の費用はかからないが、月1,610時間の作業と特定の担当者への依存が続く

	業務ごとに個別のツールを導入
	業務単位では初期費用を抑えられるが、契約・権限・情報の管理が分かれ、統制がとりにくい




記入例｜別紙
別紙1　効果額と投資額の算出
（1）対象業務の作業時間と年間効果額
	対象業務（担当部門）
	対象人数
	1人あたり月間作業時間
	月間合計時間
	削減率
	時間単価
	年間効果額

	請求書処理（経理部）
	5名
	40時間
	200時間
	40％
	4,500円
	4,320,000円

	問い合わせの一次対応（カスタマーサポート部）
	8名
	60時間
	480時間
	30％
	4,000円
	6,912,000円

	見積書・提案書の作成（営業部）
	30名
	20時間
	600時間
	25％
	5,000円
	9,000,000円

	会議の議事録作成（全部門）
	30名
	8時間
	240時間
	50％
	4,500円
	6,480,000円

	採用書類のスクリーニング（人事部）
	3名
	30時間
	90時間
	40％
	4,500円
	1,944,000円

	合計（満稼働時の年間効果額）
	―
	
	1,610時間
	
	
	28,656,000円


（2）投資額の内訳
	費用項目
	第1段階（試行）
	第2段階（本格導入）
	合計

	導入・設定費
	50万円
	100万円
	150万円

	研修・伴走費
	60万円
	240万円
	300万円

	データ整備費
	20万円
	80万円
	100万円

	ライセンス初期費用
	30万円
	－
	30万円

	社内工数（人件費換算）
	30万円
	90万円
	120万円

	初期費用 計
	190万円
	510万円
	700万円

	運用費用
	30万円（試行期間分）
	420万円（年額）
	―


試行期間の運用費用は、1年目の運用費用420万円に含まれます。
（3）年ごとの効果額・投資額とROI（基本シナリオ）
	項目
	1年目
	2年目
	3年目
	3年累計

	利用定着率
	40％
	70％
	85％
	―

	効果額
	11,462,400円
	20,059,200円
	24,357,600円
	55,879,200円

	投資額
	11,200,000円
	4,200,000円
	4,200,000円
	19,600,000円

	純効果（効果額－投資額）
	262,400円
	15,859,200円
	20,157,600円
	36,279,200円

	ROI
	2％
	378％
	480％
	185％


（4）投資回収期間と慎重シナリオ
基本シナリオでは、1年目の月あたり純効果は605,200円で、12か月目に累計が初期費用700万円を上回ります。利用定着率を30％／55％／70％に下げた慎重シナリオでは、3年累計の効果額は44,416,800円、3年累計ROIは127％となり、15か月目に初期費用を回収します。
（5）前提値と出所
	前提値
	出所

	作業時間
	2026年9月の1か月間、各部門で作業時間を記録した実測値

	削減率
	提供会社の説明と社内での簡易検証にもとづく想定値。第1段階の試行で請求書処理の実測値を確認する

	時間単価
	部門別の給与と法定福利費等から算出（人事部提供）

	利用定着率
	研修と伴走支援を受ける前提で置いた想定値。1年目は、試行と全社展開の立ち上がりを含む1年間の平均として置いている。第1段階の試行で利用状況を確認する

	費用
	〇〇社の見積書（2026年10月）と、社内工数の見込み


割引率（資本コスト）と税金は考慮していません。
別紙2　リスクと対策、運用体制
（1）リスクと対策
	リスク
	対策

	利用が定着しない
	試行で利用状況を週ごとに確認し、利用が少ない担当者には個別に操作研修を行う。提供会社の伴走支援を利用する

	機密情報・個人情報の入力
	入力してよい情報の範囲を定めた取り扱いルールを試行開始前に作成し、情報システム部・法務部の確認を受ける

	AIの出力の誤り
	AIが作成した仕訳データは、経理部の担当者が確認・承認してから会計システムに登録する

	利用量に応じた運用費の増加
	月ごとに利用量と費用を確認し、上限を設定する

	特定の提供会社への依存
	契約前に、データの出力形式と契約終了時のデータの扱いを確認する


（2）統制と運用体制
	運用の責任者
	管理本部長

	入力してよい情報の範囲
	社内の情報管理規程で「社外秘」までの情報。「極秘」区分の情報と、取引先の個人情報は入力しない

	人が確認・承認する箇所
	AIの出力を会計システムに登録する前に、経理部の担当者が確認・承認する

	ログと権限の管理
	操作記録を1年間保存し、四半期ごとに点検する。利用権限は部門単位で設定する
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